
第1回社会保障審議会医療観察法部会  

日時：平成17年9月21日（水）  
15：30～17：00  

場所：厚生労働省専用第16会議室  

議 事 次 第  

○議  事  

1．委員紹介  

2．部会長の選任及び部会長代理の指名  

3．医療観察法の概要等について  

4．社会保障審議会医療観察法部会運営規則について  

5．その他  

○配布資料   

1－1 医療観察法部会委員名簿   
2－1 社会保障審議会関係法令・規則（厚生労働省設置法（抄）、社会保障審  

議会令、社会保障審議会運営規則）   

3－1 医療観察法の仕組み   
3－2 医療観察法の施行について   
3－3 「触法行為を行った精神障害者の治療環境に関する研究～医療観察法  

・指定入院医療機関のバリエーションについての考え方～」（中間報告）   

4－1 社会保障審議会医療観察法部会運営規則（案）   
4－2 医療観察法第95条の処遇改善の請求の流れ   
参考1 心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する  

法律   

参考2 心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する  

法律に基づく指定医療機関等に関する省令   

参考3 心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する  

法律第92条第2項の規定に基づき厚生労働大臣が定める行動の制限  
（平成17年7月14日厚生労働省告示第336号）   

参考4 心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する  

法律第92条第3項の規定に基づき厚生労働大臣が定める行動の制限  
（平成17年7月14日厚生労働省告示第337号）   

参考5  心神喪失等の状態で重大な他苦行為を行った者の医療及び観察等に関する  

法律第93条第1項の規定に基づき厚生労働大臣が定める処遇の基準  
（平成17年7月14日厚生労働省告示第338号）   



資料1－1  

社会保障審議会医療観察法部会委員名簿  

いわいよしこ  

岩井 宜子 専修大学大学院法務研究科教授  

たかはしきよひさ  

高橋 清久 国立精神・神経センター名誉総長  

藍野大学長  

のぶゆき  

伸行 上智大学大学院法学研究科教授  

てらたにたかこ  

寺谷 隆子 日本社会事業大学教授   

やまうちとしお  

山内 俊雄 埼玉医科大学学長  

（五十音順、敬称略）   



○社会保障審議会令（平成十二年六月七日政令第二百八十二号）  

（組織）  

第一条 社会保障寄書義金（以下「審議会」という。）は、委且三十人以内で組織する。  

2 審議会に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、臨時委員を置くこと   

ができる。  

3 審議会に、専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門委■を置くことがで   

きる。   

（委員等の任命）  

第二条 委員及び臨時委員は、学芸戦線験のある者のうちから、厚生労働大臣が任命する。  

2 専門委員は、当該専門の事項に閲し学識経験のある者のうちから、厚生労働大臣が任   

命する。   

（委員の任期等）  

第三条 委員の任期は、ニ年とする。ただし、補欠の委■の任期は、前任者の残任期間と   

する。  

2 委員は、再任されることができる。  

3 臣畠時委員は、その者の任命に係る当該特別の事項に関する調査審甜が終了したときは、   

解任されるものとする。  

4 専門委員は、その昔の任命に係る当該専門の事項に関する明壬が終了したときは、解   

任されるものとする。  

5 重点、臨時委員及び専門委員は、非常勤とする。   

（会長）  

第四条 響雑会に会長を置き、委員の互選により退任する。  

2 会長は、会務を総理し、審津金を代表する。  

3 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する幸■が、その職務を代理する。   

（分科会）  

第五条 審議会に、次の表の上欄に掲げる分科会を置き、これらの分科会の所掌事務は、   

審議会の所掌事務のうち、それぞれ同表の下欄に紬げるとおりとする．  

社会保障審議会関係法令・規則  

○厚生労働省設置法（平成十一年法律第九十七号）（抄）  

（社会保障審議会）  

第七条 社会保障審議会は、次に掲げる事務をつかさどる。   

一 厚生労働大臣の諮問に応じて社会保障に関する重要事項を調査審議すること。   

二 厚生労働大臣又は関係各大臣の諮問に応じて人口問題lこ関する重要事項を調査審議  

すること。   

三 前二号に規定する重要事項に関し、厚生労働大臣又は関係行政機関に意見を述べる  

こと．   

四 医療法（昭和二十三年法律第二百五号）、児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十  

四号）、社会福祉法（昭和二十六年法律案四十王号）、身体障害者福祉法（昭和二十  

四年法律第二百八十三号）、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和二十五  

年法律第百二十三号）、心神喪失等の状態で玉大な他事行為を行った者の医療及び観  

察零に関する法律（平成十五年法律第百十号）、介護保険法（平成九年法律第百二十  

三号）、介護保険法施行法（平成九年法律案百二十四号）、健康保険法（大正十一年  

法律第七十号）、船員保険法（昭和十四年法律第七十三号）、健康保険法等の一部を  

改正する法律（昭和五十九年法律第七十七号）、厚生年金保険法（昭和二十九年法律  

第百十王号）及び国民年金法（昭和三十四年法律第百四十一号）の規定によりその権  

限に属させられた事項を処理すること。  

2 前項に定めるもののほか、社会保障審鴻会の組織、所掌事務及び委員その他の織員そ   

の他社会保障審舌鼓会に関し必要な事項については、政令で定める。  

（平－一法一穴○・平－ニ法一－－・平一五法－－○・一部改正）  

名称   所掌事務   

統計分科会  統計の総合的企画、調査及び研究、統計の改善及び整備並びに統計の知甜  

の普及及び指凱こ関する事項を調査響排すること。   

医療分科会  医療法（昭和二十三年法律第二冒五号）の規定によりその権限に見させら  

れた事項を処理すること。   

福祉文化分  児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）、身体障害者福祉法（昭和   
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科会   ニ十四年法律第二百八十三号）及び社会福祉法（昭和二十六年法律第四十  

五号）第百二十三条の規定によりその権限に属させられた事項を処理する  

こと。   

介護給付費  介護保険法（平成九年法律第百二十三号）及び介護保険法施行法（平成   

分科会  九年法律第百二十四号）の規定によりその権限に属させられた事項を処理  

すること。   

医療保険保  健康保険法（大正十一年法律第七十号）、船員保険法（昭和十四年法律第   

険料率分科  七十三号）及び健康保険法等の一部を改正する法律（昭和五十九年法律第   

七十七号）の規定によりその権限に属させられた事項を処理すること。   

年金資金運  厚生年金保険法（昭和二十九年法律第百十王号）及び国民年金法（昭和三   

用分科会  十四年法律第首四十一号）の規定によりその権限に属させられた事項を処  

理すること。   

（重義事）  

第八条 審純金は、委員及び議事に関係のある臨時委員の三分の一以上が出席しなければ、   

会議を開き、議決することができない。  

2 審議会の議事は、季長及び練寧に関係のある鴎時季■で会臓に出席したものの過半数   

で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。  

3 前二項の規定は、分科会及び部会の請書に準用する。   

（資料の提出等の要求）  

第九条 審議会は、その所掌事抹を遂行するため必要があると眩めるときは、関係行政機   

関の長に対し、資料の提出、意見の表明、説明その他必辛な協力を求めることができる。   

（庶務）  

第十条 審議会の庶務は、厚生労働省政策統括官において総括し、及び処理する。ただし、   

次の各号に掲げる分科会に係るものについては、それぞれ当該各号に定める殊において   

処理する。   

一 統計分科会 厚生労働省大臣官房統計情報部企画排   

二 医療分科会 厚生労働省医政局総務課   

三 福祉文化分科会 厚生労舶省雇用均等・児童家庭局育成環境課   

四 介護給付費分科会 厚生労働省老健局老人保健課   

五 医療保険保険料率分科会 厚生労働省保険局総務躁   

六 年金資金運用分料金 厚生労働省年金局総務課   

（雑則）  

第十一条 この政令に定めるもののほか、雑事の手続その他事績金の道営に開し必要な事   

項は、会長が牢議会に諮って定める。  

附 則  

1 この政令は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施行の日   

（平成十三年一月六日）から施行する。  

2 平成十三年三月三十一日までの間は、第五条第一項中「坪生年金保験應（昭和二十九   

年法律第胃十王号）及び国民年金法（昭和三十四年法律第冨四十一号）」とあるのは、   

「国民年金法事の一部を改正する法律（平成十二年法ヰ欄十八号）Jとする．  

2 前項の表の上欄に掲げる分科会に属すべき委 鼻、鴎時季鼻及び専門委員は、厚生労   

働大臣が指名する。  

3 分科会に分科会長を置き、当該分科会に属する委員の互選により選任する。  

4 分科会長は、当該分科会の事務を掌理する。  

5分科会長に事故があるときは、当該分科会に属する委鼻又は臨時委員のうちから分科   

会長があらかじめ指名する者が、その職務を代理する。  

6審織会は、その定めるところにより、分科会の雑決をもって審議会の議決とすること   

ができる。   

（部会）  

第六条 事雑食及び分科会は、その定めるところにより、部会を置くことができる。  

2 部会に属すべき委員、臨時委員及び専門委員は、会長（分科会に置かれる部会にあっ   

ては、分科会長）が指名する。  

3 部会に部会長を置き、当該部会に属する委員の互選により選任する。  

4 部会長は、当該部会の事務を掌理する。  

5 部会長に事故があるときは、当該部会に属する委員又は臨時委員のうちから部会長が   

あらかじめ指名する者が、その職務を代理する。  

6 事班会（分科会に置かれる部会にあっては、分科会。以下この項において同じ。）は、   

その定めるところにより、部会の譲決をもって審議会の議決とすることができる。   

（幹事）  

第七条 審撼会に、幹事を置く。  

2 幹事は、関係行政機関の職員のうちから、厚生労働大臣が任命する。  

3 幹事は、書議会の所掌事務について、要員を補佐する。  

4 幹事は、非常勤とする。   
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○社会保障審議会運営規則   

（平成十三年一月三十日社会保障審議会決定）  

社会保陣審議会令（平成十二年政令第二百八十二号）第十一条の規定に基づき、この規  

則を制定する。  

（金持）  

第一条 社会保障審言募会（以下「寄書教会」という。）は、会長が召集する。  

2 会長は、審議会を召集しようとするときは、あらかじめ、期日、場所及び鵠堰を委員   

並びには事に関係のある臨時費員及び専門委具に通知するものとする。  

3 前項の繕事に関係のある臨時委員の範囲は、会長の決するところによる。  

4 会長は、議長として審議会の議事を整理する。   

（写津金の部会の設置）  

第二集 会長は、必要があると認めるときは、審議会に諮って部会（分科会に置かれる部   

会を除く。以下本条から第四条までにおいて同じ。）を設置することができる。  

2 会長は、必要があると認めるときは、ニ以上の部会を合同して調査審議させることが   

できる。   

（措間の付議）  

第三集 会長は、厚生労働大臣又は関係各大臣の諮問を受けたときは、当該諮問を分科会   

又は部会に付議することができる。   

（分科会及び部会の議決）  

第四条 分科会及び部会の議決は、会長の同意を得て、審書義金の議決とすることができる。   

（会鴻の公開）  

第五条 審議会の金言義は公開とする。ただし、会長は、公開することにより公平かつ中立   

な響繊に著しい支障を及ぼすおそれがあると認めるときその他正当な理由があると認め   

るときは、会議を非公開とすることができる。  

2 会長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ずるなど必要な措置をと   

ることができる。   

（級車扱）  

第六条 抜手録における議事は、次の事項を含め、議事録に記載するものとする。   

一 会繕の日時及び場所   

二 出席した委員、臨時委員及び専門委員の氏名   

三 譲寧となった事項  

2 旛事繰は公開とする。ただし、会長は、公開することにより公平かつ中立な書芸義に著   

しい支障を及ぼすおそれがあると認めるときその他正当な理由があると認めるときは、  

議事録の全部又は一部を非公開とすることができる。  

3 前項の規定により諸事録の全部又は一部を非公開とする場合には、会長は、非公開と   

した部分について諸事要旨を作成し、これを公開するものとする。   

（分科会の部会の設置等）  

第七条 分科会長は、必要があると認めるときは、分科会に捲って部会を投覆することが   

できる。  

2 分科会長は、第三粂の規定による付議を受けたときは、当確付嬢を前項の部会に付雑   

することができる。  

3 第一項の部会の芸叢決は、分科会長の同意を得て、分科会の議決とすることができる。  

4 分科会長は、必要があると認めるときは、ニ以上の部会を合同して綱主事欄させるこ   

とができる。   

（委員会の設置）  

第ノ＼条 分科会長又は部会長は、必要があると認めるときは、それぞれ分科会又は部会に   

諮って委員会を設置することができる。   

（準用規定）  

第九条 第一条、第五条及び第六条の規定は、分科会及び部会に準用する。この場合にお   

いて、第一条、第五条及び第六条中「会長」とあるのは、分科会にあっては「分科会長」、   

部会にあっては「部会長」と、第一条中「委員ノとあるのは、分科会にあっては「当該   

分科会に属する委員」、部会にあっては「当該部会に属する委■」と、「雑事に闇係の   

ある臨時委員及び専門委員」とあるのは、分科会にあっては、「当該分科会に属する臨   

時委員及び専門委員であって韻事に関係のある者」、部会にあっては「当極細金に属す   

る臨時委員及び専門委員であって議事に関係のある者」と読みやえるものとする。   

（雑則）  

第十条 この規則に定めるもののほか、審議会、分科会又は部会の道営に必要な事項は、   

それぞれ会長、分科会長文は部会長が定める。  
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